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《社会調査報告》

Ⅰ．問題の所在
　近年日本の社会学の一つの潮流として、階層
研究と家族研究を架橋する試みが関心を集めて
いる。社会階層論と家族社会学の関係について
レビューした岩間[2017]によれば、1990年代に
なるまで家族の様態と階層の問題とを結び付け
る実証研究は、問題意識はありつつも積み重ね
られなかった。それは、家族社会学の側では、
戦前型の家族制度(直系家族制)が衰退し都市型
標準家族(夫婦家族制)に収斂していくことを家
族変動論の基本的観点としており、階層研究も
また男性稼ぎ主モデルのような特定の家族構成
を想定し、その他のケースは分析から除外する
など、ある種共通した家族像を保持していたこ
とに由来する。日本社会は階層格差が相対的に
小さい、もしくは縮小しているという見方が支
配的であった時代には問題とならなかったが、
階層差や機会の不平等の発見に着眼点が移り始
めると、「家族が不平等を維持する重要な源で
ある」(Sørensen[2005:108])という視点が強固に
ならざるを得ない。
　しかしながら、社会階層と家族の両者の関係
を論じることはそう容易ではない。なぜなら各
家族の情緒・愛情に基づく「自由な選択」の結
果として、不平等を維持してしまう側面がある
からである。たとえば従来からトレンドが大き
く変化しないとされる学歴同類婚(白波瀬
[2011])は、恋愛結婚を建前とした近代社会にお
ける自由な配偶者選択の帰結だが、一方では階
層の維持に寄与している。また親がわが子のた

めを思ってなす行動も同様に制約することはで
きない。親の学歴・育て方・教育方針など出身
家庭に教育達成の格差を見出す教育社会学の研
究は多いが、家庭に原因があっても有利な条件
をもつ家庭環境の引き下げを要請する、といっ
た是正は容認されないだろう。
　このような家族の親密さによって発現する意
識や行為は、社会階層・社会移動研究の大前提
である、「完全移動」を機会の平等の指標とし
てみなす対応関係を危うくする。完全移動とは、
親の地位と子の地位が独立である、いわば親か
ら子への影響がランダムに過ぎないような仮想
的状態である。しかし実際の社会では職業選好
の中に「親と同じ仕事に就きたい」という希望
が含まれており、たとえそれによって親子の地
位が独立でなくなったとしても不正義とはみな
し難い(Swift[2004])。
　佐藤・石原[2000:217-218]では、いまや階層が
外在化した事物であるという見え方は失効し、
我々が内在化するものとして理解すべきだとす
る。そのため選択の自由や親密な家族といった
近代市民社会の基本原理の下で階層が再生産さ
れて行くことを指摘している。この指摘は、
Beck[1986=1998]やGiddens[1992=1995]に よ る

「後期近代における個人化」の議論と併せて考
えることもできるだろう。個人化は選択可能性
や自己決定の機会を増大させ、不平等の問題が
もはや階層によるものとはみなされなくなる。
また個人化は関係性の希薄化と同時に、関係性
への欲求を高めるため、「純粋な関係性」維持
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のために、信頼醸成への絶え間ないコミットメ
ントを必要とする。結果として家族を含む親密
な関係を維持する行動は、自己決定の名の下に
ますます階層再生産のプロセスに関わってくる。
　このジレンマに対処するため、平尾[2011]は
世代間移動をする際に人々が持つ指針としての
価値を、優先順位とともに措定することを試み
る。その価値とは第一に人々が同程度に共有す
る支配的な「社会的価値」(現代社会において
は概ね業績主義を指す)、第二に社会的に対し
て私的なものであり、家族の情緒的関係を基礎
とする「家族的価値」、そして第三に社会的価
値にも家族的価値にも回収されない残余カテゴ
リとしての「個人的価値」である。このように、
優先順位ありきで移動における価値の複数性を
認めることでミクロ水準の規範に対しても注意
を払うことができ、仮定上の無理も減じる。
　本稿で取り組むべき課題としては、平尾
[2011]で言うところの「家族的価値」、家族の情
緒的関係や意識が階層再生産のプロセスに介在
しているかを計量的に示すことにある。従来の
家族と階層を結びつけるリンクはもっぱら家族
の教育的役割に着目してきており、これは教育
資源の多寡でゲームが決するという、階層を

「成否の見取り図」としてしか捉えられない限
界がある。地位達成のために家族が果たす役割
を用具的側面とするならば、同質性を確保し、
家族アイデンティティを補強するような表出的
側面について検討する必要がある。具体的には、
階層再生産の中でも特徴的な「職業継承」に着
目し、現職で職業継承を実現させている家族の
関係性について分析する⑴。

Ⅱ．先行研究
Ⅱ.1．社会移動の効果
　本研究の枠組みは、社会移動の心理的効果に
ついての研究群に比較的近接している。社会移
動が個人に対してどのような心理的影響を及ぼ

すかについては、階層移動研究における古典的
な 問 い の 一 つ で も あ る。 た と え ば、Blau
[1956:290=1978:181]は、職業移動者とはいわば
マージナル・マンであり、「人間間の関係を確
定したりコミュニティに統合したりする点にお
いて特殊なジレンマを顕す」、よって移動者は
社会に統合されにくく強い不安感を抱くという
かたちで論じている。社会移動の心理的影響と
して従来提示されてきた仮説には、いくつかの
パターンが存在する(Houle[2011])。整理すると、
出身階層で身につけた価値観から切り離され、
新しい所属階層の様式との葛藤でストレスに晒
されるとする「乖離仮説」、下降移動の経験が
特に幸福感を下げるという「転落仮説」、移動
の影響は徐々に薄れていくとする「順応仮説」
などがある。日本のデータを用いた検証は十分
に行われてこなかったが、金井[2018]では父子
の職業階層の変化に応じて上昇移動／非移動／
下降移動と定義した上で、全般的満足度にもた
らす効果を計測し、下降移動がもたらす満足度
への負の影響が若いコホートにて検出されるこ
とを指摘した。
　社会経済構造の中での自分自身の位置づけで
ある階層帰属意識についても、個人を「歴史的
存在」「空間的存在」として捉えなおし、階層
的地位の変化(階層移動)や、階層的地位の評価
の基準(準拠集団)などを規定要因に反映させよ
う と す る 試 み が あ る(コ ン[2018:2])。 数 土
[2009:79]では、「従来の階層意識研究が、“ある
一時点”の個人属性のみに着目してきた」のに
対し、「“地位継承”という概念を導入」するこ
とで、「当人の地位と親の地位の相互作用」が
もたらす効果を検証した。結果、職業(階層)の
継承性も個人の安定したアイデンティティを形
成する基盤と結びついており、階層帰属意識を
高める／低める効果があることが見出された。
　そのほか参鍋[2014]では、本研究と同様に父
親職と現在の職業が同じケースを継承者と定義
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し、無業・失業などの就労状況および人的ネッ
トワークへの影響を調査した。その結果世襲者
は、長期無業・失業を経験しにくく、友人関
係・居住地への愛着の度合いが高い、という三
者の連関を見出している。
　以上のように、現在の職業的地位のみでも、
また出身階層としての父親の職業のみでもなく、
社会移動の経験や職業地位の継承を説明変数と
して社会意識の分析に組み込むことについては
複数の先行研究から有効性が示されている。先
行研究からの知見を総合すると、世代間の職業
地位の同一性は主観的幸福感を維持し、帰属の
感覚を強めていることが予想される。

Ⅱ.2．家族の情緒的関係
　家族生活における心理的側面は、家族社会学
が先導して実証研究を進めており(柏木[2003])、
結婚満足度などといった形で指標化されてきた。
筒井[2008]は、「メンタル・サポートの交換」こ
そが他で代替されにくい、親密な関係によって
もたらされる財とした。結婚満足度は世帯収入
や生活レベルによって説明される要素は小さい
が、配偶者から受けるメンタル・サポートと強
く相関することを挙げており、家族関係の維持
と親密さの維持は一体の関係にあることを量的
に示している。そのほか、成人期の関係良好度
や世代間援助行動という形(田中・嶋﨑[2016])
で、家族の情緒的紐帯が量的に分析されている。
以上のように家族関係の質の分析には、満足度
を測る方法と生活上の行動や認知を測る場合と
がある。こうした差異を理解した上で、より継
続的に計測が行われている満足度を用いて分析
を行う。

Ⅲ．仮説
　仮説の構築の手前に、問題とする職業再生産
の水準について明確にしておきたい。本研究に
おいては、職業階層上ではなく「職業の」再生

産に照準を合わせて分析を行う。社会調査のデ
ータ上では最も詳細な分類カテゴリについての
親子の継承性を問題とする。
　通常の階層研究においては、この詳細な職業
分類がそのまま用いられることはない。SSM
分類やEGP分類などに代表されるように、職
種・従業上の地位、事業規模などの変数と総合
して、階層・階級カテゴリに統合されることが
しばしばである。一方で、マイクロクラス分類
を提唱するJonsson et al.[2009]などからはこう
した階級分類に対して批判もある。階級分類と
詳細な職業分類とを比べると、現代の生活上
人々がアイデンティティを見出しやすく行動の
基盤となるのは、過度に抽象化された階級より
も職業である。また世代間の継承メカニズムに
も、各々の職業固有の経路があると考えるほう
が説明としても具体的かつ合理的である。
　本稿で関心を寄せるのは、当事者が見出す親
の職業との類似性や共通性である。しかし観察
者から見て同じ階層に属する親子が、同じ職業
的世界を共有しているかは不明である。たとえ
ば同階層でも異なる産業や業種に属することも
多い。無論、職業コードの同一性が必ずしもそ
のような主観的な共有意識を保証するわけでは
ないが、より近接することは可能である。
　弱点としては、客観的には同種の職業同士で
あっても、継承の定義する範囲から排除せざる
を得ないことである。たとえば一般的に「教
職」として括られるような小学校教員と中学校
教員はコード上区別され、親が小学校教員で子
が中学校教員の場合でも継承とはみなされない。
しかし何を同じ職業としてみなすかの判断には
異なる理論や経験的データを必要とすることか
ら、階層内移動でも関連性の薄い移動を分析に

「含めない」ことを優先し、コード上の同一性
を継承の定義として割り切って分析する。
　なお実際の職業継承の時系列的変化を見ると、
SSM調査(社会階層と社会移動全国調査)におけ
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る職業継承者の割合は43％であった1955年以来
低下し、2005年では10%になっている(参鍋
[2014])。この変化はおおよそ自営業主と家族従
業者という就労形態が一般的でなくなったこと
でおおよそ説明がつく。自営業主と家族従業者
は1953年に合わせて全就業者の57.6%を占めて
いたが、2020年には10.0%となっている(総務省
統計局[2020])。家族で仕事を共にすることが一
般的ではなくなった現代において、むしろ一般
的でないからこそ職業継承者が抱く家族意識は
検証するに値する。家の継承意識に関して現代
では「親や祖父母への愛情が介在している場合
が少なくない」(米村[2014])。そのため職業継
承の原理は「イエの存続」や「経営体としての
家族」(米村[1996])という意識から「親密な家
族の維持」という意識へと遷移している可能性
がある。

　以上を踏まえて、次のように仮説を設定する。

仮説１： 職業継承者は、現在の家族との関係性
においてコミットメントを強めるため、
家庭生活満足度を高める傾向にある。

　職業継承は親との情緒的関係性、家族的価値
に基づいてなされる側面がある。職業継承者は
その職業に従事する意義が家族アイデンティテ
ィとより強い関連を示す傾向にあると考えられ、
現在構成している家族とも親密な関係を築くこ
とを志向する。そのため家族から心理的満足を
得る、もしくは得られるように努めるだろう。

仮説２： 職業継承と家庭生活満足度の関連は、
性別によって効果が異なる。

　職業のもたらす意味・意義、自身のライフコ
ースとの関連度合いが性別によって異なってい
る可能性が高い。また扱うデータは父親の職業

情報しか取得されていないため、本人の性別は
そのまま同性親か異性親かの効果の違いとなっ
ている⑵。さらに長男・男子継承の規範が与え
る影響も無視できず、規範に適合的(男性)か否
か(女性)による影響の差異が予測される。
　また夫婦間関係について、妻の就業状態、夫
の家事への参加頻度、性別役割意識などから派
生する夫婦間関係についての認識や満足にはジ
ェンダー・ギャップがたびたび指摘されている
(柏木・平山[2003], 李[2008])。そのため根本的
に家庭生活満足度に対する意識構造の性差があ
り得る。

仮説３： 職業継承と家庭生活満足度の関連は、
職業グループによって効果が異なる。

　「職業の同一性」と一括りに言っても職業に
よって継承者の割合は異なり、自営業によって
担われやすい職業か被雇用者の多い職業か、な
ど家族と仕事の距離にも各々特徴がある。先行
研究にて提示した数土[2009]においても、ホワ
イトカラー上層の継承とブルーカラーの継承で
は階層帰属意識にもたらす効果の方向が異なっ
ていたように、どのグループに属する職業を継
ぐかによって家族意識にもたらす効果も異なる
ことが予測される。

Ⅳ．方法
Ⅳ.1．データ
　 日 本 版General Social Surveys (JGSS)の、
JGSS-2000・-2001・-2002・-2003・-2005・
-2006・-2008・-2010・-2012・-2015の 計10回 分
の調査をプールしたデータを用いる。プールド
データを用いる理由としては、①サンプル数を
大幅に拡大できること、②時代効果の検証が可
能になることが挙げられる。多くの雇用者が定
年退職を迎える60歳以降のデータを用いるとセ
レクション・バイアスが発生することを考慮し
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て、20 ～ 59歳の男女の有職者のデータを用い
ることとする。

Ⅳ.2．手法
　時間依存変数は年齢(Age)・時代(Period)・コ
ホート(Cohort)の３種類の効果に分割すること
ができるが、それらは調査年＝生年＋年齢とい
う関係になっており、相互に独立ではないため
に識別が困難とされてきた。対処方法として、
交 差 分 類 ラ ン ダ ム 効 果 モ デ ル(Yang and 
Land[2006])や中村のベイズ推定法[1982]など識
別のための統計的手法がいくつか開発されてい
る。O'Brien et al.[2008]および西野・中西[2016]
に倣い、年齢と調査年を固定効果、コホートを
ランダム効果とする、混合効果モデルを用いて
APC効果を確認することとした。しかし、ラ
ンダム効果を加えない／加える２つのモデルに
ついて尤度比カイ二乗検定でモデルの適合度を
実際に比較したところ、有意に適合度が向上し
ているが、残差の分散の減少率を見るとその程
度は１％に満たず、意味のある改善とはいえな
かった。またコホート変数を加えることで、年
齢変数や調査時点変数に対しても大きな変化は
生じていなかった。よって倹約性および解釈し
やすさという観点から、分析の一部にコホート
で層別化する以外にはコホート変数を含めず、
混合効果モデルではない通常の重回帰分析の結
果を示すこととする。

Ⅳ.3．変数
Ⅳ.3.1．説明変数
　本分析での主眼となる「職業継承」に関して
は、本人現職の職種と15歳時点の父親の職種が
一致するものを１とする「職業継承ダミー」変
数を作成する。サンプルの欠落を防ぐため、15
歳時点の父親の無職・不在をダミー変数として
設けた。両者がともに非該当・不明・無回答の
場合は欠損として扱う。

Ⅳ.3.2．被説明変数
　「生活面に関する以下の項目について、あな
たはどのくらい満足していますか」という設問
のうち「家庭生活」の項目に対し、「満足」を
５～「不満」を１とする連続変数とみなす。家
庭生活満足度は夫婦関係満足度などとは異なり
家族成員を指定していないため、一見解釈上の
デメリットがある。ただし可能な限り多様な家
族形態を許容する点で、主観的な家族の範囲で
回答されている家庭生活満足度が分析により適
合的だと考えている。

Ⅳ.3.3．統制変数
　まず基本的な属性に関わるものとして、性
別・年齢・世帯収入⑶・居住地の規模(大都市・
その他の市・町村)・学歴(高卒以下・短大専門
学校卒・大卒以上)を準備した。続いて、家族
の様態は家族意識・関係と強く関連すると考え
られることから、同居家族人数⑷・18歳以下の
子どもの有無・配偶者の有無を準備した。職業
的側面としては、家族的な労働と関連の深い自
営業者(家族従業者含む)のダミー変数、SSM職
業８分類(専門・管理・事務・販売・熟練・半
熟練・非熟練・農林)によって区分された職業
階層変数を投入する。さらに余暇や家庭生活を
逼迫する阻害要因として週当たりの労働時間を
統制する。調査年はカテゴリ変数として扱う。
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Ⅴ．結果
Ⅴ.1．記述統計
　分析で扱う変数の分布についてあらかじめ示
しておく。まず被説明変数の家庭生活満足度に
ついては、高齢であるほど満足の割合が低下、
平均値が減少している(表１)。一方、調査時点
が新しくなるほど満足の割合が上昇、平均値が
緩やかに上昇している(表２)。またt検定にて継
承者と非継承者の家庭生活満足度スコアの平均
値を簡便に比較すると、継承者の平均スコアが
有意に高かった(p<.01)。

　続いて説明変数となる職業継承の割合につい
て示す。年齢が高い群の継承者割合は他の群よ
りも大きい(表３)が、調査時点間では大きな割
合の増減については確認できない(表４)。さら
に、性別・就業形態とのクロス表(表５)を見る
と、男性の方が女性より継承者割合が高いこと、
また職業継承と自営の関連は大きいことがわか
る(表６)。SSM職業分類に基づく現在の職業階
層ごとに継承率を見ると、農業階層の継承率が
著しく高いことがわかる(表７)。

表２　調査年別家庭生活満足度の分布(%)

表４　調査年別職業継承率の分布(%)

表１　 年齢階級別家庭生活満足度の分布(%) 表３　年齢階級別職業継承率の分布(%)
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Ⅴ.2．仮説１の検証
　ここからは重回帰分析による変数の効果につ
いて報告する。
　まずModel1では全てのケースを投入してい
るが、重要なことに職業継承は家庭生活満足を
向上させている。比較的近接し、家族の関与の
程度が比較的大きいと考えられる自営業ダミー
については、正負関係なく有意な効果は見られ
なかった。
　年齢の効果について見ると、幸福度や生活満
足度は50歳代を底としたＵ字カーブを描き
(Blanchfl ower and Oswald[2008])、また結婚生
活は馴化に伴って満足度が減少する(岩井
[2002])といった先行研究結果におおよそ当ては
まり、50歳代以下を対象とする本分析では家庭
生活満足度は加齢に従い低下している。職業階
層に関して専門・管理の階層で満足度が高くな
ること、学歴の上昇や世帯収入の上昇による正
の効果からは、家庭生活の満足に社会経済的地
位の影響があるとみなすことができる。

　また夫婦関係満足度と同様に家庭生活満足度
にもジェンダー・ギャップがあり、女性で有意
に満足度が低い。家族構造要因である配偶者の
有無は満足度に貢献しているが、一方で独居も
しくは同居人数の増加、18歳以下の子どもの養
育は、満足感を引き下げる要因になっていた。 

Ⅴ.3．仮説２の検証
　次に、Model2 ～ 5では男女で層別化した上
で分析した結果を示す。男性には職業継承の有
意な正の効果がみられる(Model2)ものの、女性
(Model4)には見られないという重大な差につい
て再度確認される。しかし、自営と職業継承の
交互作用項を加えてみると、男性群では統制さ
れて職業継承の効果が有意ではなくなる
(Model3)のに対し、女性群では自営かつ継承職
であることは、満足度を高めている(Model5、
10%水準)。女性における全体としての職業継
承の効果は確認されなかったが、自営という形
態で同一職が引き継がれているケースでは関連

表７　現在の職業階層と職業継承のクロス表

表５　 性別と職業継承のクロス表 表６　 自営業と職業継承のクロス表
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表８　家庭生活満足度についての重回帰分析結果(その１)
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表９　家庭生活満足度についての重回帰分析結果(その２)
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表10　家庭生活満足度についての重回帰分析結果(その３)
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がみられる。また男性では自営ダミーが満足度
を引き下げているため、職業継承とでは効果を
打ち消し合っている可能性がある。

Ⅴ.4．仮説３の検証　
　さらに続いて現在の所属職業階層を区別し、
その中で職業継承が効果を持つかどうか明らか
にする(表10)。「専門管理」(専門・管理) ／「事
務販売」(事務・販売) ／「ブルーカラー」(熟
練・半熟練・非熟練・農業)の３区分とする。 
専門管理では職業継承ダミー (男性における効
果)が、ブルーカラーでは職業継承と女性との
交互作用項が家庭生活満足に効果を持っていた。
女性は全体として職業継承の効果が否定されて
いたため、ブルーカラー職における効果は局所
的である。事務販売では自営職の継承において
効果が生じている。以上のように、階層ごとに
一貫した結果が得られるわけではないが、類似
の職業階層に所属する個人同士を比べてもなお、
継承職従事者であることが一つの条件となって、
より家族関係を充実させているという傾向を見
て取ることが可能である。

Ⅵ．結論
Ⅵ.1．検証結果のまとめ
　分析から得られた結果を再度整理する。全体
として職業継承は家庭生活満足を高めている。
しかしながらその効果には男女差があり、男性
に特に継承職に就くことによる家庭生活満足度
を高める効果があると認められた。女性につい
ては部分的な効果のみ検出した。たとえば、自
営での継承やブルーカラー職の場合での継承に
は満足度を高める効果がある。また職業階層ご
とにみると、それぞれ別の条件と組み合わさっ
た結果であるが、いずれも満足度を高めている
方向に効果をもたらしている。

Ⅵ.2．議論・課題
　本稿での目標は、職業再生産プロセスに家族
的価値・家族の情緒的関係が介在しているかに
ついて計量的に示すことであった。結論として、
職業継承と家庭生活満足度には関連があり、家
族的価値が介在していることを示唆している。
また職業継承の効果が特定の職業階層のみにみ
られる現象ではない結果を踏まえると、親世代
の様々な資源配分の不平等が子に受け継がれる
ことで子世代の不平等へと転じていくとする従
来の階層再生産に対する視点とは異なる形で、
普遍的な職業再生産の一つの原理を提示するこ
とができたと考えている。
　家族社会学の観点からいえば、従来は「イ
エ」の規範から人々が解放され個人化が進行す
る現代家族像を想定してきた。しかし基本的に
は一代限りの家族と考えられる現代家族におい
ても、心理的満足を供給する親密財としても機
能させながら職業的地位を一つの継承財として
受け継いでいる家族が存在していると考えられ
る。
　本研究の結果は、Swift[2004]が指摘した機会
の平等と完全移動の論理的対応性への疑念に対
して実証的根拠を一つ加える形になった。家族
の同一性や連続性への希求が再生産プロセスに
関与する以上、移動の価値の問題への具体的対
処について検討を進める必要があるだろう。　
　今後の課題としては、第一に職業継承の効果
におけるジェンダー差が明確になったため、そ
の背景要因の探索がさらに必要である。女性の
場合、職業選択において母親職の影響を受けや
すい(木村・元治[2001])ため、母親職の継承の
では結果が異なる可能性が大いにある。また継
承者本人にとっての次世代の再生産プロセスを
明らかにすることも課題である。本研究では職
業継承という状態が家族意識に与える影響を検
討したが、こうした家族意識を媒介して(もし
くは媒介せずに)子への教育期待・もしくは職
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業達成期待が持たれるのかを検証することによ
って、家族の親密性と職業再生産の双方向的な

関係を捉えることが可能となる。

註

 1．最も素朴な形での解答の示し方は、職業選択過程における家族的価値の作用が職業達成にどのように影響

するかについて検証することであるが、そのためには過去の家族関係を尋ねるような回顧的質問に頼るか、

入職前の親子関係から現職までを追跡するパネルデータを用いる他ない。これに該当するデータの入手困難

さから、職業継承という状態と現在築いている家族との親密性との関連という、やや問いをずらした上での

検証を試みる。

 2．JGSSでは母親の就労形態のみ尋ねられており、職種についてのデータが得られない。本人職と母親職に連

続性がある可能性も無視できないが、制約上の問題で父親職のみを問題とする。

 3．世帯収入については「答えたくない」「わからない」の回答は全体の３割近くにおよぶ。重大なサンプルの

欠落を防ぐため、これらを欠損値とせず、変数そのものをカテゴリ変数とした。区分は、おおよそ四分位点

に基づきながら、低( ～ 450万円)・中(450万円～ 850万円)・高(850万円～ )・DK/NAである。

 4．「独居」の効果を区別するために、カテゴリ変数とした。区分は、独居世帯・２人世帯・３～４人世帯・５

人以上世帯である。
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